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 案   件   名 ：第13次鳥獣保護管理事業計画  
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項目等 意見等の概要 県の考え方 

鳥獣保護管理員

について 

鳥獣保護管理員について、1～2

年ごとの研修を実施すべき。 

鳥獣保護管理員に対する研修について

は、地方機関単位で実施することとし

ており（P40（4）研修計画参照）、今後

も鳥獣保護管理員の資質向上のために

必要な対策を実施します。 

ドローンを用い

た狩猟について 

ドローンは、狩猟者、捕獲従事者

にとって魅力的な分野です。ドロ

ーンの性能が想定以上に進歩す

るでしょうから、ルール制定が時

局に合わせて流動的に必要と思

います。技術を習得するために、

経費と時間が相当かかることか

ら、その技術が規制によって無駄

にならないことを希望します。 

ドローンを用いた巻狩りを含めた新た

な効果的捕獲手法の推進のため、各規

制の状況などを見極めながら県として

も引き続き取り組んでいきます。 

コウノトリ保護

のための連携強

化について 

コウノトリについては今年度、当

院に死亡個体が搬入され診察と

診断を行いましたが、県と明石市

とコウノトリの郷での連携のさ

らなる必要性が感じられました。

東播磨地区に多数飛来している

ことから事故の対策も含めて手

順の策定を要請します。 

コウノトリ救護対応マニュアル等の策

定を含め、今後も関係機関との連携強

化により、実態に応じた対応が可能と

なるように努めて参ります。 

兵庫県立総合射

撃場（仮称）で鹿

猪の解体実習に

ついて 

射撃場で鹿猪の解体実習が実施

されるのであれば、光学顕微鏡な

どの備品を御用意頂きたい。製品

となる個体の病原性の鑑定や診

断について、畜産肉と同等に対応

されるのでしょうか。 

解体実習のための必要備品の調達につ

いては、今後の射撃場整備のなかで検

討させていただきます。 

また、ジビエの利用に必要な鑑定や診

断等、法律に基づき保健所などの関係

機関と連携しながら適切に対応しま

す。 

ツキノワグマの

狩猟について 

ツキノワグマについては、肉や毛

皮等が有効に生かし切れていな

いと思われるため、毎年捕獲頭数

を制定したうえで、狩猟希望者に

は専用のライセンスと捕獲時提

出用タグを有償で発行して許可

するなどの対応が必要になると

思われる。 

ツキノワグマの捕獲頭数については、

ツキノワグマ管理計画に基づき、狩猟

の可否及び狩猟頭数等を毎年決定して

います。また、狩猟希望者に対しては、

事前登録制により捕獲時の県に対する

報告を指導徹底しています。なお、ク

マ狩猟にかかる有償化等については、

現時点で検討していません。 



イノシシの管理

目標について 

管理指標としてイノシシＳＰＵ

Ｅ０．２以下を目安に加害個体の

捕獲に向けた取り組みを行って

いると記載されているが、これ

は、有害捕獲に関する内容と思わ

れますので、狩猟における取組に

ついて記載していただきたい。ま

た、第３期イノシシ管理計画で

は、管理目標として密度生息指標

くくりわなＣＰＵＥが採用され

ている。一方、第 13 次鳥獣保護

管理事業計画ではイノシシＳＰ

ＵＥが採用されている。両計画の

整合性を図るため管理指標を統

一するか、使い分けの基準を明確

にしていただきたい。 

今計画から新たな管理目標として、く

くりわな CPUE 値を採用しており、SPUE

値に関する記載は誤記であるため、訂

正を行います。 

くくりわなの制

限解除の実施区

域について 

姫路市家島町は離島部であり、ツ

キノワグマの錯誤捕獲が発生し

ない地域である。近年、イノシシ

の生息数が急増しており、捕獲強

化を図るためくくりわなの輪の

直径が１２ｃｍを超えるくくり

わなを使用する方法の禁止の解

除について要望を行っているこ

とから、姫路市家島町をくくりわ

なの制限解除の実施区域に加え

ていただきたい。 

くくりわなの制限解除の実施区域に姫

路市家島町を追記します。 

イノシシによる

生活環境被害に

ついて 

姫路市家島町ではイノシシの生

息数が急増し、集落内への出没が

多くなっている。これに伴い、生

活被害も多発していることから、

次の記述を追加していただきた

い。 

４）イノシシによる生活環境  

被害等：姫路市家島町 

イノシシによる生活環境被害の発生地

域として、姫路市家島町を追記します。

４）イノシシによる市街地等における

生活環境被害：六甲山周辺、姫路市家

島町など 

基本的な考え方

について 

人間はたんぱく資源を摂取する

ために殺生をせざるを得ないと

いうことを認めた上で、代用肉や

培養肉への転換を進めるのが世

界の潮流であろう。 

本計画の内容とは直接関係のない意見

であるため回答いたしません。 



ツキノワグマの

個体数管理につ

いて 

狩猟禁止を解除する基準である

800頭は環境省ガイドラインの安

定的個体数を念頭に置いたもの

と考えられるが、ガイドラインで

示されているのは成獣数である。

成獣、幼獣別に推計せずに総個体

数である 800 頭を基準として設

定するのであれば、総個体数 800

頭で安定的個体群を維持できる

根拠を示さなければならない。 

当計画から、個体数推定は、近畿北部・

東中国ツキノワグマ広域保護管理協議

会で実施した数値を採用しておりま

す。 

また、環境省のガイドラインでは狩猟

禁止を解除する基準は 400 頭となって

います。成獣に限定した推定個体数は

得られていないため、個体数減少のリ

スクを回避するための措置として、800

頭を狩猟禁止を解除する基準にしてい

ます。 

過去のツキノワ

グマの推定手法

について 

これまでのクマ関連保護管理計

画に記載された生息数推定値は

「階層ベイズ法」と言う数学的に

も統計学的にも破綻した手法を

用いて過大推定されていた。 

今般の管理計画案では、過大推定

は是正されている。過ちを認める

姿勢は評価するが、過去に誤った

判断で狩猟を許可したことの贖

罪は必要。 

当計画から、個体数推定は、近畿北部・

東中国ツキノワグマ広域保護管理協議

会で実施した数値を採用しておりま

す。なお、過去の兵庫県が実施した個

体数推定では、その時点までで得られ

た最新のモニタリングデータから推定

モデルを構築することにより、推定精

度は年々向上してきたことから、狩猟

解禁当時の判断は適切であったと考え

ております。 

近畿北部・東中国

ツキノワグマ広

域保護管理協議

会に関する情報

公開について 

協議会の議事内容や資料は非公

開となっているが、税金で運用し

ているのであれば、公開しなけれ

ばならない。 

本協議会に係る議事録等については、

審議・検討又は協議に関する情報であ

って、公にすることにより、率直な意

見の交換若しくは意思の決定の中立性

が損なわれるおそれがある情報のた

め、会議等及び会議資料を非公開とし

ています。 

くくりわなの直

径の制限解除に

ついて 

くくりわなの直径の制限解除に

ついて、人間が罠にかかる恐れが

あるため、いかなる理由があって

も解除してはならない。また楕円

形は禁止としなければならない。 

くくりわなの直径の制限は、ツキノワ

グマの錯誤捕獲を防止するためのもの

であるため、本県においてツキノワグ

マの生息が確認されていない地域にお

いては、捕獲効率を上げるためにくく

りわなの直径の制限を解除していま

す。 

兵庫県森林動物

研究センターに

関して 

行政組織の一員として行政文書

を作成しながら、情報開示請求に

際しては県立大学の教員という

立場を利用して秘匿している。 

情報開示請求に対しては、兵庫県情報

公開条例に基づき、公開内容を決定し

ています。 



野生動物の生息

数管理及び生息

地管理について 

「野生動物の数の管理、生息地の

管理に反対する。野生動物が生存

できる環境に対してこれを侵害

しないことを求める。」 

①最近は捕殺ばかりに注力して

いる。特にくくりわなは野生動物

に大変な苦痛を与えます。 

②くくりわなは危険で残酷な罠

である。鳥獣保護区であっても年

中有害捕獲許可が出されている。

このままでは野生動物の生きる

場所はなくなると思います。 

③動物愛護管理法は、人と動物の

共生がその基本原則であるが、森

林伐採などで野生動物の暮らす

場所が消滅したり、枯れ葉剤など

の影響で餌場が減少したり、野生

動物の生存環境は減少している。

動物の命を尊重し、アニマルウェ

ルフェアに配慮した対応が求め

られる。 

野生動物は、豊かな生態系を形成する

一方、一部の動物種の生息数の増加や

生息範囲の拡大により、地域住民に多

大な農林業被害と精神的苦痛を与え、

人とのあつれきを生じさせています。

このため兵庫県では、科学的な調査・

研究に基づき、「生息地管理」、「個体

数管理」、「被害管理」を状況に応じて

組み合わせ、「人」と「野生動物」と「自

然環境（生息地）」の関係を適切に調整

することにより、人と野生動物との共

存を図っていくことが重要であると考

えています。 

狩猟期間の延長

について 

捕獲強化のため、美方郡における

狩猟期間を現行の「１１月１５日

～３月１５日」から「１１月１日

～３月１５日」に延長してほし

い。 

第３期シカ管理計画で定める目標（令

和８年度末までに全県単位の SPUE を

１．０以下）の達成に向けて、美方郡

内におけるシカ捕獲強化は最も重要な

課題であるが、狩猟期間延長にかかる

狩猟の適正化（狩猟事故防止や違反取

締、円滑な登録事務の実施等）の観点

も踏まえて、引き続き実施の検討を行

ます。 

許可捕獲につい

て 

「被害の恐れがある場合におい

ても許可する基準とする」とある

が、実害がないものに対して捕獲

許可を出すことは禁止すべき。 

有害捕獲許可は、被害を未然に防止す

るため、地域からの要望に応じて実施

しています。 

鳥獣の適正管理

の実施について 

「鳥獣の適正な個体数管理方法

を検討し、所要の対策が講じられ

るよう努める」という部分は「適

正な個体管理」に変更すべき 。 

地域個体群の安定的な維持を図るた

め、個体数管理手法を実施しています。

有害捕獲班につ

いて 

捕獲活動の違反を取り締まるた

めには、捕獲班の内部で監督する

のでは公平性に欠けるため、定期

的に自然保護団体など第 3 者の

監査を入れるべき。 

捕獲活動の違反については、鳥獣保護

管理法ほか関係法令に基づき、警察及

び農林振興事務所において対応してい

ます。 



予察捕獲につい

て 

予察捕獲はすべきではない。実害

のない案件に対する捕獲は、被害

を防ぐこととは因果関係はない

ので、被害対策、生息地保全主軸

で考えるべき。 

現在、兵庫県では予察捕殺は実施して

いません。なお、「生息地管理」、「個体

数管理」、「被害管理」を状況に応じて

組み合わせ、「人」と「野生動物」と「自

然環境（生息地）」の関係を適切に調整

することにより、人と野生動物との共

存を図っていくことが重要であると考

えています。 

錯誤捕獲の防止

について 

ツキノワグマがくくり罠にかか

った場合は、クマと対応に追われ

る人員の身の危険が担保されな

いため、県下ではくくり罠の使用

を禁止すべき。 

クマの錯誤捕獲がなくなるよう、罠の

管理、設置場所、設置時期などについ

て、普及・指導します。 

個体数管理に関

する方針につい

て 

個体数管理はやめるべき。 

本来のクマの生息域である奥山

などでの生存確認はできている

のか。本来の生息域にはおらず、

都市や里に出てきているのは生

息域拡大ではなく生息域変更で

ある。生息域変更なら、今後の共

存・棲み分けを考えていく上で

も、クマが本来いたエリアにはな

ぜいなくなったのかを調べるべ

き。 

本県では、人と野生動物が共存するた

め、科学的な調査・研究に基づいた個

体数管理が必要と考えております。 

鳥類の飼養の適

正化について 

クマ、シカ、サル、イノシシに関

しても、傷病鳥獣保護施設を整備

すべき。交通事故や、 個体数管

理の激化により狩猟や個体数調

整によるみなし子の鳥獣を生ん

でしまうことが近年多くあり、そ

うした野生鳥獣を一時保護し、自

然界に適応できる ようになって

から放鳥獣できる施設を作って

いただきたい。 

野生動物は自然界において生育するも

のであり、本県では傷病鳥獣を保護す

る施設の整備などは検討していませ

ん。 

基本的な考え方

について 

計画案は野生動物の保護よりも

管理に多くの力をそそいでおり、

「生命の尊厳に対する配所」が不

足している。 

管理手法については、鳥獣保護管理法

の趣旨に基づき、鳥獣保護管理事業計

画等において規定しています。 

わなの使用に当

たっての許可基

準について 

くくりわなの直径について、長方

形型のくくりわなで被害を受け

ている野生動物を保護するため

に、直径 12ｃｍ以下を徹底させ

なければならない。 

錯誤捕獲を防止するため、罠の構造、

罠の管理、設置場所、設置時期などに

ついて、普及・指導します。 



鉛中毒を防止す

るための捕獲許

可の考え方につ

いて 

そもそも鉛弾の使用を禁止すべ

き。 

国の指導及び鳥獣保護管理法に基づ

き、適切指導を実施します。 

鳥獣の生息状況

について 

本文中に「生息域の拡大などによ

る被害発生地域の拡大などが予

測される」とあるが、正しくは人

間の社会活動により本来の生息

地が減少したことによる「生息域

の変化」である。 

ご指摘の記述については、生息数推定

及び目撃情報等の科学的なデータに基

づき検証した結果、生息域の拡大と判

断しています。 

鉛製散弾につい

て 

鉛製散弾は全面使用禁止にすべ

き。 

国の指導及び鳥獣保護管理法に基づ

き、適切に指導を実施します。 

狩猟者の確保育

成対策について 

「狩猟の魅力に触れてもらう」な

どという命を殺す遊びを奨励す

るような狩猟者育成対策は問題

である。 

狩猟者を確保育成することは、農林業

被害軽減のため必要な施策であると考

えております。 

とらばさみを使

用した方法での

許可申請につい

て 

とらばさみは残酷・残忍であるの

で、廃止すべき。 

国の指導及び鳥獣保護管理法に基づ

き、適切に指導を実施します。 

狩猟期の報償金

制度等について 

報償金制度ではなく、やむを得な

い場合に適切な狩猟を行う専門

チームを編成し、さらには人と動

物の共生を目指すべく、人里や農

地を隔てる策等で害獣被害を減

らす方向に進んでいくことを望

みます。 

狩猟期の各種報償金制度については、

農林業被害軽減のため、必要であると

考えております。 

個体数管理につ

いて 

個体数を管理することより野生

動物が山で住めるようにするこ

と、人里へ呼び寄せる原因をなく

す、防ぐことを徹底していけば、

共存できると思います。 

「生息地管理」、「個体数管理」、「被害

管理」を状況に応じて組み合わせ、

「人」と「野生動物」と「自然環境（生

息地）」の関係を適切に調整することに

より、人と野生動物との共存を図って

いくことが重要であると考えていま

す。 

狩猟の魅力発信

について 

基本計画の中の不適切な言葉「普

段の生活で狩猟に関わりのない

県民に狩猟の魅力に触れてもら

う」という言葉などを使うべきで

はないと思います。削除を求めま

す。野生動物を殺す狩猟を楽しい

ことだと子どもたちに伝えるこ

とをなぜするのですか。 

狩猟者を確保育成することは、農林業

被害軽減のため必要な施策であると考

えております。 



兵庫県立総合射

撃場（仮称）につ

いて 

三木市の山に狩猟のための施設

を作ることには断固反対です。 

射撃場を整備することは、狩猟者確保

育成のため必要な施策であると考えて

おります。 

野生鳥獣対策全

般について 

現在の方法は調和、共存とは名ば

かりの捕殺のみ。動物達本来の住

処や餌場を奪ったのは人間です

から、再生に尽くすべき。銃によ

る事故防止のため狩猟者に対す

る厳しい教育も必要。 

里山の荒廃に対しては、県民みどり税

を活用した広葉樹の植林などによる生

息地管理にも努めています。 

市街地の住民に対しては餌付け禁止・

ゴミの放置禁止などを周知しておりま

す。 

また、狩猟者のマナー向上については、

法令遵守のための講習などを適宜実施

します。 

捕獲ありきの生

息数管理につい

て 

捕獲ありきで罠を用いることに

反対です。くくり罠は特に錯誤捕

獲の危険性が高いものであり、錯

誤捕獲は希少な野生動物の殺傷

と同義であるため、ＳＤＧｓの観

点からも可能な限り避けるべき。

やむをえない捕獲を行う場合に

あっても、対象の野生動物が感じ

る苦痛は最小限にすべきであり、

アニマルウェルフェアの観点か

らも、苦しむ時間の長い罠を使用

すること自体に問題があります。

殺処分従事者へのメンタルヘル

スへの配慮も必要です。そのた

め、殺す数が少ないに越したこと

はなく 、捕獲ありきの計画を見

直す必要があります。 

くくり罠については、捕獲強化のため

の有効な捕獲手法であると考えており

ます。錯誤捕獲については、適切なわ

なの設置・管理を指導徹底して参りま

す。 

狩猟促進と兵庫

県立総合射撃場

（仮称）について 

捕獲ありきで安易な狩猟の促進

であり反対です。特に、県立総合

射撃場（仮称）を整備 について

は森林を切り開いてまで設立す

る必要性に乏しく、税金の無駄遣 

いであり、強く反対します。また、

動物愛護法の趣旨に鑑みれば、捕

獲は止むに止まれぬ最終手段と

してとらえるべきで、ハンターを

無理に増やすことで、ハンターの

質に目を瞑り、質の低下を招く恐

れがある。 

射撃場を整備することは、狩猟者確保

育成のため必要な施策であると考えて

おります。 

鉛弾の使用規制

について 

鉛弾の使用規制を希少動物の生

息域に限定する合理性は無く、県

内全域で速やかに禁止すべき。 

国の指導及び鳥獣保護管理法に基づ

き、適切に指導を実施します。 



鳥獣管理対策調

査について 

兵庫県は森林動物研究センター

が調査研究を実施しており、すで

に一定の実績もあるため、「特に

重要な種については、鳥獣種それ

ぞれの特性に応じた現地調査を

実施する。」旨を加筆すべき。 

ご指摘のとおり追記します。 

（13 次計画 P39） 

鳥獣保護管理思

想の普及方針に

ついて 

県民の意識の底上げのため、学校

教育の中に、鳥獣保護管理思想を

学ぶ授業の確立を目指してもら

いたい。「学校教育における機会

の創出を検討する。」旨を加筆。 

ご指摘のとおり追記します。 

（13 次計画 P46） 

計画の策定プロ

セスについて 

兵庫県野生動物保護管理運営協

議会の会議の時間は短く、他獣種

に及ぶため、根本となる調査結果

の評価を行ったり、疑問への回答

をもらう時間がない。全員があつ

まる会議の前に、調査結果の評価

や、今後の項目等について検討す

る専門家委員による会議を別途

設定することが必要。 

調査結果の評価や、今後の項目等につ

いて検討する専門的知見を有する委員

による会議を別途設定するように検討

します。 

被害対策への取

組について 

被害対策に対する市町の関与を

深め、市町が主導的に取組むよう

記載を改める。 

市町は被害防止計画を策定するととも

に、有害捕獲や防護柵設置などの事業

主体であることから、県、関係団体と

も連携して、地域住民による主体的な

取り組みを積極的に支援して被害対策

に取り組んでいます。 

なお、第 13 次鳥獣保護管理事業計画の

16ｐの第2章第2-3の(1)の⑩のアに市

町が主体的に取り組む内容を記載しま

した。 

 
 


